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１． 大阪府におけるホームレス自立支援施策の基本的方針
（１）計画の目的
　大阪府においては、平成14年8月に施行された「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」（平成14年法律第105号。以下「法」という。）の規定に基づき定められた、国の「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）に即し、平成16年4月と平成21年4月に、それぞれ5年間を期間とする「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」（以下「府実施計画」という。）を策定しました。

  そして、国、市町村その他関係機関と連携し、福祉、保健医療、就労支援などの事業の実施を通し、総合的にホームレスの自立支援に取り組んできました。

　今般、国においては、これまで10年間の時限法であった法の期限が5年間延長されたことや、ホームレスの状況の変化、これまでのホームレス対策の実施状況などを踏まえ、基本方針の見直しが行われました。（平成25年7月31日厚生労働省・国土交通省告示第1号。）

大阪府では、ホームレスの自立と、地域社会におけるホームレスに関する諸問題の解決を目指し、今後も引き続きホームレスの自立支援施策を総合的に推進していきます。

  そのため、国の基本方針を指針として、これまで実施してきた５年間の施策の取組実績とその評価、ホームレスの状況の変化を踏まえ、本計画を策定します。

なお、大阪市ではこれまでも基本方針及び府実施計画に即し、市域の実情を踏まえた「大阪市ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」を策定していますが、就労支援をはじめとした施策については、国及び大阪府、大阪市の連携により推進しています。よって、本計画に記載された取り組みについても、個別の事業における実施責任を踏まえ、密接な連携を図ることとします。

（２）ホームレスを巡る諸問題と状況の変化

路上生活に至る背景には、経済・雇用情勢の変化に伴う倒産やリストラによる失業といった社会的、経済的要因に加え、病気やけが、離婚など家庭環境の変化、人間関係の問題など様々な要因が複合しています。さらに、加齢や心身の障がいによる社会適応能力の低下、発達障がいなどを起因とする生活のしづらさやコミュニケーションの難しさ、借金など債務による生活の破綻、アルコール依存症をはじめとした各種の依存症等による生活問題も付加され、問題がより複雑化している場合もあります。
特に、雇用形態の多様化に伴い、不安定な就労形態が増加したことなど、雇用環境を巡
る社会情勢の変化や、家族や地域住民相互のつながりの希薄化により指摘されている、家族や地域のセーフティネット機能の低下といった点も見逃せない要素です。

ホームレスは、福祉、保健医療、雇用就業、住宅等の関係施策の効果により、法施行以来平成25年1月まで、大阪府全域では73.0%、大阪市を除く府域では84.0%の減少を見ました。（国が実施する「ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）」による把握。）

しかしなお、大阪府では全都道府県の中で最も多くのホームレスが存在しており、さらに高齢化や路上生活期間の長期化が進んでいます。

一方、失業状態または日雇労働などの不安定な就労関係にあり、かつ、定まった住居を喪失し簡易宿泊所やインターネットカフェなどの終夜営業店舗で寝泊まりするなど不安定な居住環境にあり、適切な支援がなければホームレスになるおそれのある者（以下「ホームレスになるおそれのある者」という。）もこれまで以上に把握されるようになってきました。

　また、家族や地域のセーフティネットが十分に機能しなくなってきていることを背景として、路上生活から脱却した者が地域社会のなかで孤立し、再び路上生活に戻るといった事例も報告されています。

   　ホームレスは年々減少してきていますが、経済・雇用情勢の先行きは不透明であり、ホームレスになるおそれのある者や、再度路上生活に至った者の把握も含め、今後もホームレスの動向については予断を許さない状況にあります。

（３）ホームレス自立支援施策の基本的方針
こうした状況を踏まえると、今後のホームレス自立支援施策は、ホームレスに対する路上生活からの脱却に向けた自立支援に留まらず、ホームレスになるおそれのある者の路上化や、路上生活から脱却した者の再路上化の防止を視野に入れ、推進していく必要があります。
また、ホームレスの自立支援にあたっては、その背景や課題から、福祉、保健医療、雇用就業、住宅等各方面の施策に関わる関係機関の有機的な連携により、総合的に取り組む必要があります。
大阪府ではこれまで、大阪府と府内全市町村で構成する「大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会」において、大阪市を除く府域では府と市町村が共同の実施主体となり、広域体制により施策に取り組んできました。
これまでの事業成果や、これらの事業で把握している、ホームレスやホームレスになる
　 おそれのある者（以下「ホームレス等」という。）の状況や課題を踏まえ、大阪府と市町村は連携、協力して、次のような基本的方針に基づき、引き続き同協議会において、ホームレス自立支援施策に取り組んでいきます。                                                                                                                                                                                                              
1 ホームレス等が都市間を移動し、かつ府内の幅広い地域で把握されている状況から、大阪府及び市町村は課題の収束に向け、広域的な連携体制により施策の推進を図る。
2 基礎自治体である市町村は、自立支援施策の根幹となる対人福祉サービスを担い、地域の実情に応じ、効果的に施策を推進する。広域自治体である大阪府は、広域的な連絡・調整の役割を担い、施策の効率的かつ円滑な実施を総合的に支援する。
③都市公園その他公共の用に供する施設を管理する者（以下「施設管理者」という。）との連携体制をより強化し、新たに路上生活に至った者の早期把握に努め、速やかに福祉や医療、雇用就業などの施策につなぐことにより、路上生活からの早期の脱却を図る。
④ホームレス個々の状況やニーズ、生活課題を踏まえた支援方策を関係機関や専門職との連携により検討したうえで個別の伴走型支援を行い、路上生活からの脱却及び自立の促進を図る。
⑤ホームレスになるおそれのある者や、路上生活から脱却した後も継続的な支援を必要とする者など、幅広い対象を含め、路上化や再路上化の防止を視野に入れた施策を行う。
⑥ホームレス等に対する支援にあたっては「ホームレス巡回相談指導事業」（以下「巡回相談指導事業」という。）及び「ホームレス緊急一時宿泊事業」（以下「緊急一時宿泊事業」という。）など、法及び基本方針による施策とともに、生活保護など既存の制度や施策を十分に活用する。　　
⑦複合的な課題を抱えるホームレス等の多様なニーズに対応できるよう、個々のケースごとに実施するカンファレンス等を通じ、各地域の多様な社会資源の活用を図るなど、相談体制の構築を図る。
⑧国、大阪府及び市町村の関係行政機関と社会福祉法人、ＮＰＯ等民間団体の密接な連携により、ホームレス等の自立を支援する。
⑨ホームレスをはじめ、すべての人の基本的人権を十分尊重する。
⑩都市公園、河川、道路などの公共施設は府民・国民共有の財産であり、施設管理者はその適正な利用を確保するため、適切な管理を行う。
２．大阪府におけるホームレスの状況
（１）ホームレスの概数
国においては、毎年1月に、ホームレスの自立の支援等に関する施策の策定及び実施に資するため、「ホームレスの実態に関する全国調査」（以下「全国調査」という。）を実施しています。このうち「概数調査」では、全国の市区町村において、都市公園、河川、道路、駅舎その他の施設を故なく起居の場所として日常生活を営んでいるホームレスの人数を目視により把握しています。概数調査で把握した大阪府におけるホームレス概数の推移は次のとおりです。
ホームレス概数の推移（全国調査(概数調査)）　　　　　　　　　　　　　(単位：人)

	調査時点
	平成15年1月
	平成21年1月
	平成22年1月
	平成23年1月
	平成24年1月
	平成25年1月
	増減【H25-H21】
	増減【H25-H25】

	全国
	25,296
	15,759
	13,124
	10,890
	9,576
	8,265
	▲7,494
	-47.6%
	▲17,031
	-67.3%

	大阪府
	7,757
	4,302
	3,338
	2,500
	2,417
	2,094
	▲2,208
	-51.3%
	▲5,663
	-73.0%

	
	大阪市
	6,603
	3,724
	2,860
	2,171
	2,179
	1,909
	▲1,815
	-48.7%
	▲4,694
	-71.1%

	
	大阪市を除く府域
	1,154
	578
	478
	329
	238
	185
	▲393
	-68.0%
	▲969
	-84.0%


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、大阪市を除く府域における巡回相談指導事業を通じて確認、把握した年度ごとのホームレスの状況は次のとおりです。
ホームレス把握状況（大阪市を除く府域における巡回相談指導事業）　　　　　（単位：人）
	
	時点
	平成20年度中
	平成20年度末概数c
	平成20年度中
	平成21年度末概数f
	平成21年度中
	平成22年度末概数i
	平成23年度中
	平成23年度末概数ℓ
	平成24年度中
	平成24年度末概数o

	
	
	新規発見

a
	痕跡なし

b
	
	新規発見

d
	痕跡なし

e
	
	痕跡なし

g
	新規発見

h
	
	新規発見

j
	痕跡なし

k
	
	痕跡なし

m
	新規発見

n
	

	大阪市を除く府域
	382
	493
	555
	413
	536
	432
	182
	313
	301
	97
	171
	227
	83
	137
	173

	内訳
	豊能・三島
	72
	101
	119
	96
	115
	100
	51
	80
	71
	25
	44
	52
	40
	52
	40

	
	北河内
	59
	107
	148
	107
	173
	82
	46
	67
	61
	25
	46
	40
	17
	27
	30

	
	中・南河内
	44
	70
	107
	82
	88
	101
	32
	70
	63
	26
	40
	49
	10
	24
	35

	
	泉北・泉南
	207
	215
	181
	128
	160
	149
	53
	96
	106
	21
	41
	86
	16
	34
	68


この間、これまでの府実施計画に基づき、巡回相談指導事業をはじめとするホームレスの自立支援に関する様々な取り組みを、関係行政機関と民間団体が連携、協力して進めてきたこともあり、ホームレス数は年々減少しています。　
しかし、平成24年度には年間を通じ310人のホームレスを確認しており、このうち約1/4は当年度中に新たに把握した者でした。なお、この中には生活場所を移動した者を含んでいますが、多くは新たに路上生活に至った者や、再度路上生活に至った者です。　　　　　
（２）ホームレスの生活実態
平成24年1月、国は概数調査のほか、全国のホームレス約1,300人を対象に面接による聞き取り調査（生活実態調査）を実施しました。この時、大阪市を除く府域においては概数調査により238人のホームレスを把握しており、その生活実態については巡回相談指導事業を通じ以下のとおり確認しています。なお、比較資料として、平成20年3月末に巡回相談指導事業を通じて把握した大阪市を除く府域のホームレスの状況や、平成24年1月の生活実態調査において把握された全国のホームレスの状況を併記します。
①年齢分布及び平均年齢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大阪市を除く府域 平成24年1月 巡回相談指導事業把握
	　
	人数
	%
	有効%

	29歳以下
	0
	0.0%
	0.0%

	30～39歳
	1
	0.4%
	0.5%

	40～49歳
	22
	9.2%
	10.4%

	50～59歳
	57
	23.9%
	27.0%

	60～69歳
	101
	42.4%
	47.9%

	70歳以上
	30
	12.6%
	14.2%

	有効回答数
	211
	88.7%
	100.0%

	不明
	27
	11.3%

	合計
	238
	100.0%


平均年齢　　60.9歳（有効回答211件より算出）
【比較参考】大阪市を除く府域 平成20年3月末 巡回相談指導事業把握
	　
	人数
	%
	有効%

	　

	39歳以下
	18
	2.7%
	3.1%

	40～49歳
	71
	10.7%
	12.1%

	50～59歳
	246
	36.9%
	42.0%

	60～69歳
	205
	30.8%
	35.0%

	70歳以上
	46
	6.9%
	7.8%

	有効回答数
	586
	88.0%
	100.0%

	不明
	80
	12.0%
	　

	合計
	666
	100.0%
	　


平均年齢　　55.7歳（有効回答586件より算出）

年齢分布では60歳代が最も多く、50歳代がこれに次いでおり、50歳以上が全体の89.1％を占めています。平均年齢は60.9歳となっており、高齢化が進行しています。
②性別
	大阪市を除く府域 平成24年1月 全国調査(概数調査)

	　
	人数
	%
	有効%

	男性
	234
	98.3%
	98.3%

	女性
	4
	1.7%
	1.7%

	有効回答数
	238
	100.0%
	100.0%

	不明
	0
	0.0%
	　

	合計
	238
	100.0%
	　

	【比較参考】 全国 平成24年1月 全国調査(概数調査)

	　
	人数
	%
	有効%

	男性
	8933
	93.3%
	96.7%

	女性
	304
	3.2%
	3.3%

	有効回答数
	9237
	96.5%
	100.0%

	不明
	339
	3.5%
	　

	合計
	9576
	100.0%
	　


性別は男性が全体の98.3％を占めており、女性は1.7％となっています。
③路上生活期間

	大阪市を除く府域 平成24年1月 巡回相談指導事業把握

	　
	人数
	%
	有効%

	3ヶ月未満
	2
	0.8%
	1.0%

	3～6ヶ月未満
	5
	2.1%
	2.4%

	6～12か月未満
	6
	2.5%
	2.9%

	1～3年未満
	17
	7.1%
	8.1%

	3年以上
	179
	75.2%
	85.6%

	　うち3～5年未満
	61
	25.6%
	29.2%

	　うち5～10年未満
	80
	33.6%
	38.3%

	　うち10年以上
	38
	16.0%
	18.2%

	有効回答数
	209
	87.8%
	100.0%

	不明
	29
	12.2%
	　

	合計
	238
	100.0%
	　


	【比較参考】 大阪市を除く府域 平成20年3月末 巡回相談指導事業把握

	　
	人数
	%
	有効%

	3ヶ月未満
	21
	3.2%
	3.3%

	3～6ヶ月未満
	9
	1.4%
	1.4%

	6～12か月未満
	37
	5.6%
	5.7%

	1～3年未満
	146
	21.9%
	22.6%

	3年以上
	432
	64.9%
	67.0%

	　

	有効回答数
	645
	96.8%
	100.0%

	不明
	21
	3.2%
	　

	合計
	666
	100.0%
	　


路上生活期間が3年以上のホームレスの割合は全体の85.6%を占めており、10年以上に渡る者は全体の18.2%に及んでいます。平成20年3月末との比較においても、長期化の傾向は明らかです。
④路上生活場所
	大阪市を除く府域 平成24年1月 全国調査(概数調査)

	　
	人数
	%

	公園
	77
	32.4%

	河川
	90
	37.8%

	道路
	23
	9.7%

	駅舎
	0
	0.0%

	その他
	48
	20.2%

	合計
	238
	100.0%

	【比較参考】 全国 平成24年1月 全国調査(概数調査)

	　
	人数
	%

	公園
	2587
	27.0%

	河川
	2851
	29.8%

	道路
	1677
	17.5%

	駅舎
	461
	4.8%

	その他
	2000
	20.9%

	合計
	9576
	100.0%


路上生活場所は都市公園と河川で全体の70.2%を占めており、特に河川敷を生活の場所とするホームレスの割合は全国値よりも高くなっています。その他の主な路上生活場所は商店街や港湾施設などです。
⑤路上生活に至った理由（複数回答あり）
	大阪市を除く府域 平成24年1月 巡回相談指導事業把握

	　
	件数
	%
	ケース%

	倒産や失業、仕事が減った
	97
	28.4%
	55.1%

	病気、けがや高齢で仕事ができなくなった
	41
	12.0%
	23.3%

	人間関係がうまくいかなくて仕事を辞めた
	38
	11.1%
	21.6%

	労働環境が劣悪なため仕事を辞めた
	2
	0.6%
	1.1%

	借金取り立てにより家を出た
	26
	7.6%
	14.8%

	差し押さえにより立退きさせられた
	2
	0.6%
	1.1%

	家賃が払えなくなった
	25
	7.3%
	14.2%

	家庭内のいざこざ
	44
	12.9%
	25.0%

	飲酒、ギャンブルなどの依存
	11
	3.2%
	6.3%

	その他
	55
	16.1%
	31.3%

	有効回答数
	341
	100.0%
	193.8%

	有効回答者数
	176
	73.9%
	100.0%

	不明
	62
	26.1%
	　

	合計
	238
	100.0%
	　

	【比較参考】 全国 平成24年1月 全国調査(生活実態調査)

	　
	件数
	%
	ケース%

	倒産や失業、仕事が減った
	856
	37.3%
	64.2%

	病気、けがや高齢で仕事ができなくなった
	264
	11.5%
	19.8%

	人間関係がうまくいかなくて仕事を辞めた
	206
	9.0%
	15.4%

	労働環境が劣悪なため仕事を辞めた
	81
	3.5%
	6.1%

	借金取り立てにより家を出た
	57
	2.5%
	4.3%

	差し押さえによって立退きさせられた
	2
	0.1%
	0.1%

	家賃が払えなくなった
	225
	9.8%
	16.9%

	家庭内のいざこざ
	96
	4.2%
	7.2%

	飲酒、ギャンブルなどの依存
	102
	4.5%
	7.6%

	その他
	403
	17.6%
	30.2%

	有効回答数
	2292
	100.0%
	171.8%

	有効回答者数
	1334
	99.5%
	100.0%

	無回答
	7
	0.5%
	　

	合計
	1341
	100.0%
	　


路上生活に至った理由としては、失業や倒産による収入減といった、労働環境の変化に伴う経済的事情によるものが多く、これに借金や家庭内の人間関係など多様な問題が重複していることが特徴となっています。
⑥路上生活前の居住形態
	大阪市を除く府域 平成24年1月 巡回相談指導事業把握

	　
	人数
	%
	有効%

	持ち家(一戸建て、マンションなど)
	12
	5.0%
	11.5%

	民間賃貸住宅、公営住宅、公共賃貸住宅
	55
	23.1%
	52.9%

	勤め先の社宅や寮
	12
	5.0%
	11.5%

	簡易宿泊所(ドヤ)
	14
	5.9%
	13.5%

	飯場、作業員宿舎、住込み先
	3
	1.3%
	2.9%

	更生施設などの福祉施設やシェルター
	3
	1.3%
	2.9%

	親族・知人宅、ビジネスホテル等その他
	5
	2.1%
	4.8%

	有効回答数
	104
	43.7%
	100.0%

	不明
	134
	56.3%
	　

	合計
	238
	100.0%
	　

	【比較参考】 全国 平成24年1月 全国調査(生活実態調査)

	　
	人数
	%
	有効%

	持ち家(一戸建て、マンションなど)
	121
	9.0%
	9.1%

	民間賃貸住宅、公営住宅、公共賃貸住宅
	579
	43.2%
	43.5%

	勤め先の社宅や寮
	231
	17.2%
	17.4%

	簡易宿泊所(ドヤ)
	78
	5.8%
	5.9%

	飯場、作業員宿舎、住込み先
	213
	15.9%
	16.0%

	更生施設などの福祉施設やシェルター
	6
	0.4%
	0.5%

	親族・知人宅、ビジネスホテル等その他
	103
	7.7%
	7.7%

	有効回答数
	1331
	99.3%
	100.0%

	無回答
	10
	0.7%
	　

	合計
	1341
	100.0%
	　


路上生活前の住居は賃貸住宅の割合が高くなっていますが、勤務先の寮や飯場など失業が直接住居喪失に結びつくケースや、収入の減少により簡易宿泊所での生活が困難となり、路上生活に至るケースも見受けられます。
⑦健康状態及び疾病の状況（複数回答あり）

	大阪市を除く府域 平成24年1月 巡回相談指導事業把握

	　
	件数
	回答%
	ケース%

	高血圧・脳梗塞等 心・血管系疾患
	16
	11.9%
	12.9%

	消化器疾患
	5
	3.7%
	4.0%

	肝疾患
	1
	0.7%
	0.8%

	糖尿病
	4
	3.0%
	3.2%

	呼吸器系疾患
	1
	0.7%
	0.8%

	腰痛等肢体の痛み・外傷後遺症
	22
	16.4%
	17.7%

	皮膚疾患
	2
	1.5%
	1.6%

	口腔疾患
	5
	3.7%
	4.0%

	精神・神経症状(アルコール依存含)
	19
	14.2%
	15.3%

	その他
	26
	19.4%
	21.0%

	病気はない または 未受診でわからない
	33
	24.6%
	26.6%

	有効回答数
	134
	100.0%
	108.1%

	有効回答者数
	124
	52.1%
	100.0%

	不明
	114
	47.9%
	　

	合計
	238
	100.0%
	　

	【比較参考】 全国 平成24年1月 全国調査(生活実態調査)

	　
	件数
	回答%
	ケース%

	高血圧
	151
	9.9%
	11.3%

	胃・十二指腸潰瘍
	41
	2.7%
	3.1%

	肝炎
	17
	1.1%
	1.3%

	糖尿病
	33
	2.2%
	2.5%

	結核
	9
	0.6%
	0.7%

	ヘルニア（腰痛等）
	44
	2.9%
	3.3%

	皮膚疾患
	26
	1.7%
	2.0%

	歯の病気
	97
	6.3%
	7.3%

	アルコール依存症・うつ病
	29
	1.9%
	2.2%

	その他
	190
	12.4%
	14.3%

	病気はない または 未受診なのでわからない
	895
	58.4%
	67.2%

	有効回答数
	1532
	100.0%
	115.1%

	有効回答者数
	1331
	99.3%
	100.0%

	無回答
	10
	0.7%
	　

	合計
	1341
	100.0%
	　


有効回答者のうち73.4%のホームレスが何らかの体調不良を訴えています。厳しい生活環境から、体調を崩す者が多く存在するものと考えられます。
⑧就業の状況（複数回答あり）
	大阪市を除く府域 平成24年1月 巡回相談指導事業把握

	　
	人数
	回答%
	ケース%

	常用雇用（新聞配達）
	1
	0.5%
	0.5%

	日雇（建築日雇、運輸日雇）
	13
	6.3%
	6.8%

	廃品回収（アルミ缶、段ボール等）
	146
	70.2%
	76.0%

	都市雑業（看板持ち、雑誌販売等）・その他
	22
	10.6%
	11.5%

	仕事はしていない
	26
	12.5%
	13.5%

	有効回答数
	208
	100.0%
	108.3%

	有効回答者数
	192
	80.7%
	100.0%

	不明
	46
	19.3%
	　

	合計
	238
	100.0%
	　

	【比較参考】 全国 平成24年1月 全国調査(生活実態調査)

	　
	人数
	回答%
	ケース%

	常用雇用
	0
	0.0%
	0.0%

	日雇（建築日雇、運輸日雇）
	95
	6.7%
	7.1%

	廃品回収（アルミ缶、段ボール等）
	628
	44.1%
	46.9%

	都市雑業（看板持ち、雑誌販売等）・その他
	170
	11.9%
	12.7%

	仕事はしていない
	531
	37.3%
	39.7%

	有効回答数
	1424
	100.0%
	106.3%

	有効回答者数
	1339
	99.9%
	100.0%

	不明
	2
	0.1%
	　

	合計
	1341
	100.0%
	　


有効回答者のうち86.5%が仕事をしており、全国値よりも仕事に従事している者の割合が高くなっています。アルミ缶や段ボールなどの廃品回収や、都市雑業に従事する者は全体の87.5%となっています。
⑨仕事による収入月額
	大阪市を除く府域 平成24年1月 巡回相談指導事業把握

	　
	人数
	%
	有効%

	1万円未満
	3
	1.3%
	3.7%

	1～3万円未満
	47
	19.7%
	58.0%

	3～5万円未満
	12
	5.0%
	14.8%

	5万円以上
	19
	8.0%
	23.5%

	有効回答数
	81
	34.0%
	100.0%

	不明
	131
	55.0%
	　

	非該当（無職）
	26
	10.9%
	　

	合計
	238
	100.0%
	　

	【比較参考】 全国 平成24年1月 全国調査(生活実態調査)

	　
	人数
	%
	有効%

	1万円未満
	105
	7.8%
	13.2%

	1～3万円未満
	276
	20.6%
	34.8%

	3～5万円未満
	244
	18.2%
	30.8%

	5万円以上
	168
	12.5%
	21.2%

	有効回答数
	793
	59.1%
	100.0%

	無回答
	17
	1.3%
	　

	非該当（無職）
	531
	39.6%
	　

	合計
	1341
	100.0%
	　


アルミ缶や廃品回収の場合、買い取りの相場に変動があること、また、いわゆる「空缶持ち去り禁止条例」により、自治体の回収する資源ごみの収集が禁じられている地域もあることから、収入は安定していません。仕事をしている者のうち76.5%が月収5万円未満となっており、厳しい生活状況が伺われます。
⑩今後希望する生活
	大阪市を除く府域 平成24年1月 巡回相談指導事業把握

	　
	人数
	%
	有効%

	就労自活による居宅生活
	10
	4.2%
	5.8%

	　

	生活保護による居宅生活または施設入所
	17
	7.1%
	9.9%

	生活保護を受けながら就労し居宅生活
	21
	8.8%
	12.2%

	路上生活のまま
	118
	49.6%
	68.6%

	その他（入院、年金受給し居宅生活等）
	6
	2.5%
	3.5%

	　

	有効回答数
	172
	72.3%
	100.0%

	不明
	66
	27.7%
	　

	合計
	238
	100.0%
	　

	【比較参考】 全国 平成24年1月 全国調査(生活実態調査)

	　
	人数
	%
	有効%

	就労自活による居宅生活
	350
	26.1%
	26.3%

	寮付の仕事で自活
	30
	2.2%
	2.3%

	生活保護による居宅生活または施設入所
	153
	11.4%
	11.5%

	生活保護を受けながら就労し居宅生活
	159
	11.9%
	11.9%

	路上生活のまま
	405
	30.2%
	30.4%

	その他（入院、家庭に戻りたい等）
	125
	9.3%
	9.4%

	わからない
	109
	8.1%
	8.2%

	有効回答数
	1331
	99.3%
	100.0%

	無回答
	10
	0.7%
	　

	合計
	1341
	100.0%
	　


有効回答者のうち「今の路上生活のままでいい」とする者が68.6%と最も多く、路上生活期間が長期に及ぶ高齢層からはこうした回答が多くなっています。次いで「生活保護を受けながら就労し居宅で生活したい」とする者が12.2%となっています。
３．大阪府におけるホームレス自立支援施策の取り組み
（１）巡回相談指導事業による伴走型支援の実施　　　　　　　　　【府、市町村】
巡回相談指導事業は、ホームレスの生活場所を訪問し、ホームレスの状況やニーズの把握、それらに応じた相談を行うなかで路上生活からの脱却を促し、経済的、社会的な自立を目指して必要な支援を行う、ホームレス自立支援施策の根幹となる事業です。
また当事業では、住居喪失に係る相談により緊急一時宿泊事業の利用に至るなどしたホームレスになるおそれのある者も支援の対象としており、安定的な居住確保を中心とした支援を行っています。
引き続き、大阪市域では大阪市事業として、大阪市を除く府域においては「大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会」のもと大阪府と市町村の共同事業として取り組んでいきます。
【具体的な取り組み】
①ホームレスになるおそれのある者に対する路上化防止に資する支援

· 市町村への相談を経て、緊急一時宿泊事業の利用につながるなどしたホームレスになるおそれのある者に対し、福祉事務所、公共職業安定所などの関係機関と連携し、生活上の相談、居住確保、就労に係る助言などの支援を行い、路上化の防止を図ります。

· また、保健医療施策の活用に係る助言や多重債務など専門的な相談に係る問題については、看護師や弁護士などの専門職が同行する相談支援や、専門の相談機関の紹介を通してその解決を図り、安定した居宅生活への移行を支援します。
②路上生活に至った者の早期把握
· 施設管理者などの関係機関や地域住民と連携、協力し、広くホームレスに関する情報を収集し、路上生活に至った者の早期把握に努めます。
· ホームレスを新たに把握した場合には、路上生活期間が長期に及ばないよう、関係機関との連携体制を速やかに整え、早期の段階で自立支援につながるよう努めます。
③ホームレスの状況及びニーズの把握

· ホームレスとの継続的な面談により、個々の状況やニーズの把握を行います。
· 路上生活が長期に及ぶ者や、路上生活からの脱却を望まない者、社会との関わりを
望まない者に対しては、粘り強い相談活動を通じて信頼関係を構築し、その状況やニーズの把握に努めます。
· 施設管理者などの関係機関と情報交換を行い、ホームレスの状況把握に努めます。
④ホームレス個々の状況やニーズを踏まえた支援方策の検討
· ホームレスの多くは、社会的、経済的及び個人的要因が複合的に絡み合った課題を抱えているため、個々のケースごとに、関係機関や専門職との連携を図り、状況やニーズを踏まえた支援方策を検討します。
⑤ホームレス個々の支援方策を踏まえた自立支援の実施
· 福祉事務所、医療機関などの関係機関、社会福祉法人やNPO等民間団体と連携、協力し、ホームレスの路上生活からの脱却及び自立に向け、個別のニーズに応じた伴走型支援を実施します。
· 看護師や保健師の同行による健康相談、保健指導を定期的に行い、ホームレスの健康維持、清潔な衛生状態の保持、疾病の早期発見に努めます。また、受診を要するホームレスを把握した場合、無料低額診療事業の紹介など情報提供を行うとともに、必要な治療を受けることができるよう、保健所、福祉事務所などの関係機関と連携し、医療機関への受診につなげます。
· 多重債務や心身の障がいなど様々な問題を抱え、専門職の援助を必要とするホームレスが多く把握されていることから、弁護士、司法書士、精神保健福祉士といった専門職が同行する相談支援を行います。また、必要に応じ専門の相談機関を紹介し、課題の解決を図ります。
· 女性や児童を伴うホームレスに対しては、福祉事務所、女性相談センター（婦人相談所）、子ども家庭センター（児童相談所）などの関係機関と連携し、性別や年齢に配慮したきめ細やかな支援を行います。
· 社会との関わりを望まないホームレスに対しては、ホームレス自らが自立生活を目指すことができるよう、側面からの粘り強い相談支援を行うとともに、必要に応じ精神保健福祉士などの専門職や専門の相談機関と連携、協力し、社会的関係の回復を目指した支援を行います。また、健康状態の悪化や災害などの緊急時に適切な支援につなぐことができるよう、見守り支援を継続します。
⑥緊急に行うべき援助の実施
· 健康状態の悪化や事故などにより緊急の援助を必要とする場合は、医療機関、福祉事務所、保健所、救急などの関係機関と連携し、医療機関への搬送や受診の同行など、適切な医療の確保を図ります。
· 洪水などホームレスに被害の及ぶおそれのある災害時には、施設管理者などの関係機関と連携し、迅速かつ適切な措置を講じます。

⑦路上生活から脱却した者に対する再路上化防止に資する支援の実施
· 路上生活から脱却した者が地域で孤立した生活を営み、再び路上生活に至ることのないよう、必要に応じ、福祉事務所などの関係機関、社会福祉法人やNPO等民間団体、民生委員・児童委員やCSW（コミュニティソーシャルワーカー：制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サービスだけでは対応困難な事案の解決に取り組む地域の相談員）と連携し、見守り支援や相談支援のネットワークを構築します。
· 地域における個別相談会を定期的に企画し、地域生活上の相談支援を行います。必要に応じ、福祉サービスの紹介や、身近な地域での社会参加・生きがい等に関するプログラムの情報提供、就労に係る助言などを行います。
【コラム】 路上生活からの脱却等の理由内訳
平成24年度、大阪市を除く府域における巡回相談指導事業の取り組みにより、路上生活が確認されなくなった（以下「痕跡なし」という。）137人の痕跡なし理由内訳は次のとおりです。
路上生活から「痕跡なし」になった理由内訳（平成24年度 巡回相談指導事業にて確認した137人の内訳）
	　
	居宅保護
	施設入所
	入院
	就労自立
	行方不明
	死亡
	その他

	人数
	22
	9
	52
	1
	39
	2
	12

	割合
	16%
	7%
	38%
	1%
	28%
	1%
	9%


痕跡なし理由のうち38%は入院によるものです。このなかには、体調の悪化によりはじめて支援につながったケースもあります。なお、入院の多くは生活保護を適用したものです。
平成24年度、新たにホームレスとして把握された83人のうち、早期支援の効果により64%にあたる53人が年度中に痕跡なしとなりました。

【コラム】 伴走型支援の内容
巡回相談指導事業により行う「伴走型支援」の内容には、次のようなものがあります。
巡回相談指導事業により行う伴走型支援の内容
	支援項目
	支援内容（実例）

	施設管理者との連携
	退去指導との調整（本人の意向代弁等）
野宿地退去に係る残置物撤去同意の取り付け、撤去調整

	路上生活場所訪問活動
	安否確認
コミュニケーションの確保

本人の意向、主訴等の傾聴・把握

健康状態等身体状況の把握

	緊急一時宿泊施設利用支援
	本人の意向、主訴等の傾聴・把握
本人の課題の整理、支援方針の確認

	医療や健康指導に係る支援
	巡回看護師・保健師による健康状態の把握、健康相談、服薬指導
受診の促進、医療機関への搬送、受診への同行

	本人確認支援
	戸籍謄本請求等への同行

	身分回復に係る支援
	失踪宣告取り消し手続きに係る連絡先の引き受け
住民票登録・住基カード作成申込み等支援

	債務整理等法務に係る支援
	法テラスの紹介、同行支援
巡回弁護士等による相談助言機会の設定・調整

	年金受給支援
	年金事務所への同行、受給権の確認支援

	生活保護受給に係る支援
	生活保護受給申請の手続き支援

	（居宅保護に係る支援）
	不動産仲介業者選定支援
居住確保のための物件見学同行

賃貸契約に係る支援、重要事項説明書の説明

居宅生活準備支援（家具什器などの見積書作成・購入支援）

路上生活場所からの荷物搬送支援

	（施設保護に係る支援）
	施設見学への同行
施設入所事前面接への同行・同席

	日常生活開始に係る支援
	銀行口座開設支援
生活保護費受給のための福祉事務所同行支援

ライフライン開設に係る手続き支援

家賃・光熱水費振込に係るATM操作等の助言

	就労に関する支援
	ハローワーク同行、求人情報検索等に係る助言
福祉事務所就労支援員との連携

	再路上化防止に資する支援
	民生委員・CSW等との連携による見守り・緊急時相談体制の確保
定期的な訪問による相談支援

地域生活個別相談会の企画・案内・実施


個別の状況やニーズ、生活課題に応じ、路上化の防止からアフターフォローまで、きめ細やかな
支援を行っています。

（２）保健・医療の確保
路上生活という厳しい生活環境のなか、多くのホームレスが心身の健康状態に不安を抱えています。また、衛生状態の悪化や不十分な栄養状態などから体調を崩したり、なかには身体の不調を訴えながらも医療機関への受診を拒み、悪化してから救急搬送されるケースもあります。また、ホームレスは、過酷な生活による結核の発症リスクが高いと考えられている対象であり、結核検診による早期発見が結核対策上、非常に重要です。
ホームレス個々の心身状況の把握を行い、健康状態に応じた適切な保健・医療の確保に努めます。また、結核対策に取り組みます。
【主な取り組み】
①巡回相談指導事業による健康相談の実施【再掲】　　　　　　　　　【府、市町村】
· 巡回相談指導事業において、看護師や保健師、精神保健福祉士の同行による健康相談、保健指導、精神保健相談を定期的に行い、ホームレスの健康維持、清潔な衛生状態の保持、疾病の早期発見に努めます。また、受診を要するホームレスを把握した場合、無料低額診療事業の紹介など情報提供を行うとともに、必要な治療を受けることができるよう、保健所、福祉事務所などの関係機関と連携し、医療機関への受診につなげます。
②関係機関の連携による適切な医療の確保　　　　　　　　　　　　　【府、市町村】

· 保健・医療の確保に資するため、福祉事務所、保健所、救急などの関係機関及び巡回相談指導事業の円滑な連携確保に努めます。
③結核健診の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【府】

· 路上における過酷な生活により、結核を発症するホームレスは少なくないことから、結核の早期発見と発見した対象者を確実に適切な医療につなげるため、保健所、医療機関、福祉事務所などの関係機関及び巡回相談指導事業との連携によるホームレス結核検診を実施します。
· 検診の結果、結核に罹患していることが判明した者に対しては、医療機関への受診や必要に応じた入院治療、服薬指導など適切な治療につなぎます。

【コラム】 ホームレスの結核罹患率
政令市、中核市を除く府域において、平成13年度から平成24年度にかけて実施したホームレス結核検診では、結核罹患者を3名発見していますが、これは受診者数の0.32%にあたります。　　　

定期健康診断における、結核対策上有効であると判断すべき患者発見率は0.02～0.04%とされており、当検診における発見率はこの約8～16倍にあたります。このことから、ホームレスは結核発症の可能性の高いハイリスク層であることがわかります。
（３）生活保護の実施　　　　　　　　　　　　　　【府、福祉事務所設置市町】
路上生活の長期化や高齢化を背景として、心身の不調を訴えるホームレスや、就労による自立が困難なホームレスの割合の増加が見込まれます。また、失業などにより住居を喪失したホームレスになるおそれのある者のなかには、福祉、雇用就業など各種の施策を活用してもなお要保護状態にあるケースもあります。

ホームレスであっても、資産や稼働能力、他法・他施策を活用しても最低限度の生活が維持できない場合には、状況に即し、適切かつ適正に保護を適用し、個々の状況や課題を踏まえ自立に向けた支援を行います。
【主な取り組み】
①緊急を要する場合の保護の実施
· 健康状態の悪化や事故などにより救急搬送された場合など、急迫状態にあるホームレスに対し、その状況に応じ、職権により生活保護を適用するなど、適切な保護の実施に努めます。
· 救急搬送され医療扶助を適用した場合、治療後も要保護状態にあると認められる場合には、巡回相談指導事業との連携を図り、再び路上生活に戻ることのないよう支援を行います。

②居宅保護の実施
· 居宅生活を送ることが可能と認められるホームレス等については、その状況に応じ、必要な居宅保護を適切かつ適正に実施します。
· 保護受給後はその者の状況や課題に応じ、生活保護受給者の自立支援に係る事業などを活用し、日常生活能力の維持・向上や社会的自立、就労自立に向けた支援を行うとともに、再び路上生活に至ることのないよう、関係機関や民生委員・児童委員などとの連携により見守り支援や相談支援のネットワークを構築します。
③保護施設における保護の実施

· 日常生活能力や金銭管理能力などから、直ちに居宅生活を送ることが困難と判断されるホームレス等については、その状況に応じ、救護施設や更生施設といった保護施設などにおいて保護を実施します。
· 施設入所後は施設や関係機関と連携し、療養指導、家計管理などの生活訓練、就業
機会の確保など、居宅生活への円滑な移行を支援します。居宅生活へ移行した後は、必要に応じ、関係機関や民生委員・児童委員などと連携し、見守り支援や相談支援のネットワークを構築するとともに、福祉サービスの活用を図るなど、安定した居宅生活の継続を支援します。
（４）就業機会の確保・就労支援
就業により自立する意思のあるホームレス等への就労支援は、公共職業安定所などにおける職業相談、職業訓練への参加促進など、個々の就業ニーズや職業能力に応じ、保健医療、生活指導、居住確保などの自立支援の取り組みとの連携により、きめ細やかに行う必要があります。

昨今の経済・雇用情勢やホームレスの高齢化などの影響もあり、求人・就職は厳しい状況にあり、事業者への求人開拓の取り組みの強化が課題となっています。
【主な取り組み】
①雇用の啓発、雇用先の開拓及び雇用の促進
· 大阪労働局と大阪府、大阪市、経済団体及び労働団体で構成する「大阪野宿生活者（ホームレス）就業支援センター運営協議会」や、大阪府と大阪市、民間団体で構成する「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」を通じ、経済団体や商工団体との連携を図り、事業主等に対し、就労による自立を希望するホームレス等の雇用に対する啓発に努めます。　　　　　　　　　　　　【府、大阪市、民間団体】
○「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」において、国のホームレス等就業支援事業を活用し、事業主に対し求人開拓を行うとともに、「ホームレス自立支援センター」の利用者に対し、就労に係る相談・情報提供や職場体験講習、就職支援セミナー等を実施して雇用の促進を図ります。
　　【国、府、大阪市、民間団体】
○「ホームレス自立支援センター」利用者を常用雇用へ導くため、大阪府が管理する公園等の施設で行う環境美化作業等の就労機会を提供し、勤労意欲・勤労習慣の醸成を図ります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【府】
· 行政の福祉化の観点から、清掃等業務委託に係る総合評価一般競争入札において、就職困難者の雇用に関する評価項目を盛り込み、ホームレス等の就業機会の拡大を図ります。また、市町村や事業主に周知し、普及を図ります。　　　　　　　 【府】

②求人情報等の提供　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【府、市町村】
· 公共職業安定所の求人情報や職業訓練情報など、ホームレスの就業ニーズに応じた情報を巡回相談指導事業などを通じ提供します。
③職業能力の開発・向上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【国、府】
· 国が実施する「技能講習事業」や、民間教育訓練機関への委託により実施する「離職者等再就職訓練事業」を活用し、技能労働者として必要な知識・技能の習得・向上を図ります。
④トライアル雇用の活用による職場適応促進　　　　　　　　　 【国、府、市町村】
· 公共職業安定所における相談を通じ、就労を希望するホームレス等に対して、国が実施するトライアル雇用事業を活用し、職場適応の促進及び早期再就職の実現に努めます。
⑤常用雇用による自立が困難なホームレス等に対する支援　　　　　　【府、市町村】
· 常用雇用による就労自立が直ちに困難なホームレス等に対し、社会福祉法人やＮＰＯ法人等民間団体、事業主と連携し、軽易な作業などへの就労機会と一般就労に向けた支援の提供を行う「中間的就労」の場に関する情報提供を行います。
⑥生活保護適用後の就労支援　　　　　　　　　　　　 【府、福祉事務所設置市町】
· 生活保護の適用を受け、路上生活から脱却した者の経済的、社会的自立に資するため、公共職業安定所などの関係機関との連携を図るとともに、生活保護受給者の自立支援に係る事業を活用するなど就労支援を行います。

【コラム】 総合評価入札制度によるホームレスの雇用促進
大阪府では「行政の福祉化」の視点を盛り込んだ総合評価入札制度を導入しており、清掃業務等の発注においては、「ホームレス自立支援センター」の利用者の雇用を評価項目のひとつとしています。平成18年度から平成24年度までの間、「ホームレス自立支援センター」を通じた雇用人数は89人でした。

（５）安定した居住場所の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　【府、市町村】
生活保護の適用など福祉施策の活用や就業機会の確保により、地域社会の中での生活が可能となった者が自立した日常生活を営むためには、安定した居住場所の確保が必要となります。

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（平成19年法律第112号）の趣旨も踏まえ、公営住宅への入居支援と民間賃貸住宅への円滑な入居促進を、国、市町村の関係行政機関や関係団体との連携により推進し、ホームレス等の住宅確保要配慮者に対し必要な情報提供を行います。
【主な取り組み】

①公営住宅への入居支援
· 大阪府営住宅や各地域の公営住宅において、公営住宅法の趣旨を踏まえ、応募や入居手続きに関して柔軟な対応を図ります。その募集等に関する情報については巡回相談指導事業などを通じ提供します。
②賃貸住宅の情報提供など
· 公的賃貸住宅に関する情報を巡回相談指導事業などを通じ提供します。
· 民間賃貸住宅に関わる団体などと連携し、地域における低廉な家賃の民間賃貸住宅に関する情報を巡回相談指導事業などを通じ提供します。
○民間住宅へ入居する際に必要となる保証人が確保されない場合は、家賃債務保証制度の活用を図るとともに、民間保証会社に関する情報を巡回相談指導事業などを通じ提供します。
○民間賃貸住宅に関わる団体に対し、法及び本計画の趣旨等に関して情報提供を行います。
（６）ホームレスになるおそれのある者に対する支援
法の施策目標として、ホームレスに対する自立支援と並び、「ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者が多数存在する地域を中心として（中略）、これらの者がホームレスとなることを防止すること」が挙げられています。法の趣旨からも、日雇労働者やホームレスになるおそれのある者が路上生活に至らないよう、安定的な就業機会の確保、居住場所の確保や生活上の支援を行う必要があります。
近年、府域の市町村においても、失業状態にあり安定した居住場所を有さない、ホームレスになるおそれのある者がこれまで以上に把握されるようになってきました。
また、大阪府においては、あいりん地域に多くの日雇労働者が滞在し、就労の拠点としていることから、あいりん地域における就労支援に係る相談事業については、当該地域の福祉施策を担当する大阪市との連携を深め、効果的、効率的な推進に努めます。

【主な取り組み】
①あいりん地域日雇労働者に対する就労及び生活の支援　　　　　　　　　　　【府】
あいりん地域において日雇労働者を対象に職業紹介事業や労働者福祉事業を実施する「財団法人西成労働福祉センター」の運営に対する助成を行うとともに、特に就労環境の厳しい高齢の日雇労働者に対しては、就労機会を提供することで就労による自立を支援しホームレスになることを防止します。
ア　あいりん地域日雇労働者の雇用の安定　　　　　
· 「公益財団法人西成労働福祉センター」で実施する「技能講習事業」において、資格取得やキャリアアップのための相談を行うとともに、求人ニーズに合った講習科目の充実を図ります。講習では、建築土木現場での機械化の進展や技術革新に対応できる技能の習得を支援します。建設関係以外の資格講習も実施し、その受講者に対して、これまでの職歴や希望職種などを踏まえ、より本人に適した職種への円滑な就労が行われるようキャリアカウンセリングを行います。これらを通じ就労機会の拡大を図るとともに、常用雇用や職域の拡大など雇用の安定を促進します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 就業機会の拡大を図るため、大阪府が発注する公共事業の入札参加業者に対し、あいりん地域日雇労働者の雇用促進に係る情報提供を行い、雇用への理解と協力を求めます。　
· 特に就労機会が激減し、厳しい状況にある高齢日雇労働者の就労機会を確保するた
め、「公益財団法人西成労働福祉センター」と「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」との連携を図り、事業所等への求人開拓を行うとともに、就労に係る相談・職業紹介や職場体験講習、就職支援セミナー等を実施します。また、大阪市と連携して「あいりん労働福祉センター」や周辺生活道路の清掃等や、大阪府が管理する道路・河川・公園などの除草清掃等による就労機会を提供します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

イ　あいりん地域日雇労働者の労働福祉の向上
○「公益財団法人西成労働福祉センター」において、あいりん地域日雇労働者を対象として、労働条件、労働災害などの就労に関する問題及び医療、雇用保険･健康保険、宿泊場所、居住などの諸制度や手続きなど、就労生活に関わりのある問題について、相談や情報提供などの支援を行います。
· また、日雇労働者の就労活動の拠点であるとともに、シャワー室などの福利厚生施設を設置する「あいりん労働福祉センター」の維持運営を行います。
· 大阪市があいりん地域の日雇労働者を対象として実施する生活・健康上の支援事業に対し、必要な助成を行います。
②ホームレスになるおそれのある者に対する相談支援
ア　OSAKAチャレンジネット（住居喪失不安定就労者支援センター）による相談支援
　　　　【国、府、大阪市、民間団体】

· 「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」が、国のホームレス等就業支援事業を活用し設置した「ＯＳＡＫＡチャレンジネット」（住居喪失不安定就労者支援センター）において、住居喪失不安定就労者に対し就労相談や生活相談を実施し、個々の状況に応じて職業紹介、就労支援、生活支援や居住支援を行う関係機関との連携を図り、安定的な就労機会の確保につなぎます。
イ　巡回相談指導事業による伴走型支援【再掲】　　　　　　　　 【府、市町村】
· 市町村への相談を経て、緊急一時宿泊事業の利用につながるなどしたホームレスになるおそれのある者に対し、福祉事務所、公共職業安定所などの関係機関と連携し、生活上の相談、居住確保、就労に係る助言などの支援を行います。
· また、保健医療施策の活用に係る助言や多重債務など専門的な相談に係る問
題については、看護師や弁護士などの専門職が同行する相談支援や、専門の相談機関の紹介を通してその解決を図り、安定した居宅生活への移行を支援します。
ウ　緊急一時宿泊事業による宿泊場所の提供　　　　　　　　　【府、市町村】
· 失業や不安定な就労関係により住居を喪失するなどしたホームレスになるおそれのある者から相談を受けた市町村は、必要に応じ、居宅を設定するなど安定した住居を確保するまでの期間、緊急一時的な宿泊場所の提供を行い、福祉や雇用就業、保健医療などの施策及び巡回相談指導事業による生活相談や居住確保支援などを活用し、自立に向けた支援を行います。
○大阪市を除く府域においては、「大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会」のもと、全ての市町村の共同事業として実施し、広域体制によりホームレスとなるおそれのある者の路上化の防止を図ります。

【コラム】 緊急一時宿泊事業と巡回相談指導事業の連携による路上化防止の取り組み
大阪市を除く府域における緊急一時宿泊事業の利用実績は次のとおりです。
　　緊急一時宿泊事業利用実績（大阪市を除く府域）
	　
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度

	大阪市を除く府域 合計
	18
	148
	266
	251

	（うち市町村対応件数）
	2
	40
	108
	115

	（うち巡回相談チーム対応件数）
	16
	108
	158
	136


　　
凡例　巡回相談チーム対応：巡回相談指導事業巡回チームの対応により居宅設定等支援
　　　　　　　　　　　  市町村対応:市町村相談担当課の対応により居宅設定等支援
当事業は平成22年1月に開始。平成21年度利用実績は平成22年1月～3月のみ。
平成24年度に緊急一時宿泊事業を利用し、かつ巡回相談指導事業による居住確保などの支援を受けた136人の宿泊施設退所後の状況は次のとおりです。
　　
緊急一時宿泊事業利用後の状況
（平成24年度 巡回相談指導事業にて支援した136人の内訳）
	　　　　
	居宅保護
	施設入所
	入院
	就労自立
	自己都合退所
	その他

	人数
	89
	19
	10
	0
	12
	6

	割合
	66%
	14%
	7%
	0%
	9%
	4%


ホームレスになるおそれのある者に対する一時的な宿泊場所の提供と居住確保などの支援は、路上化やホームレス増加の未然防止のための有効な手立てとなっています。　
（７）ホームレスの人権擁護　　　　　　　　　　　　　　　　　【府、市町村】
ホームレスの自立を受け入れ支援していくために、府民の理解を促進し、差別や偏見をなくす取り組みが必要です。
大阪府では「大阪府人権尊重の社会づくり条例」及び「大阪府人権施策推進基本方針」に基づきすべての人の人権が尊重される社会の実現をめざし、人権意識の高揚と人権擁護に取り組みます。
【主な取り組み】

①啓発の実施
· 地域社会におけるホームレスに関する諸問題に対する府民の理解を促進し、偏見や差別意識解消のため、人権情報ガイドを作成するなど、啓発を行います。
· 府民の身近な場で、すべての人の人権を尊重する態度や行動を身につけるための人権教育に取り組みます。
②人権事案の適切な解決
· ホームレスに対する暴力、嫌がらせなどの事案を相談等により把握した場合、関係機関と連携、協力し、問題の適切な解決に努めます。
③自立支援の際の人権擁護
· 福祉、保健医療、雇用就業などホームレスの自立支援に向けた関係施策の取り組みにおいても、人権の尊重と尊厳の確保に十分配慮するよう努めます。

（８）地域における生活環境の改善　　　　　　　　　　　　【国、府、市町村】
都市公園、河川、道路などの公共施設は府民・国民の共有財産として、等しく利用すべきものであり、施設管理者の許可を得ず排他独占的に利用することは認められません。
施設管理者は施設の適正な利用を確保し、地域における生活環境の改善を図るため、ホームレスの人権に配慮しつつ、必要かつ適切な措置を講じます。
【主な取り組み】
①公共施設の適正利用の確保
· 施設管理者は巡視や物件の撤去指導を実施し、ホームレスの新規流入や再流入の防止を図ります。
· 撤去指導に従わないなど公共施設の適正利用の支障となる場合や、公共施設の整備・点検など、必要と認められる場合においては、法令の規定に基づき、施設からの退去等の監督処分を実施します。
②災害時の適切な措置
· ホームレスに被害が及ぶおそれのある洪水などの災害時には、市町村の関係行政機関、巡回相談指導事業との連携により、迅速かつ適切な措置を講じます。
③福祉など関係機関との連携の確保
· 撤去指導の実施にあたり、施設管理者は市町村の関係行政機関や巡回相談指導事業との連絡・調整により、ホームレス自立支援施策との連携を図り、早期の段階で福祉サービスや保健医療施策につなぐことができるよう努めます。

（９）地域における安全・安心の確保
地域における安全・安心を確保するためには、警察、市町村、施設管理者等の関係機関が緊密に連携し、地域社会の理解と協力を得て地域安全活動を推進する必要があります。

関係機関が緊密に連携し、地域における安全・安心の確保に努めます。
【主な取り組み】
①地域安全活動の推進
· 警察、市町村は施設管理者などの関係機関との連携によりパトロール活動を実施し、地域住民の不安感の除去及びホームレスが関係する事件・事故の防止に係る活動を推進します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【府・市町村】
· 警察は、地域住民等に不安又は危害を加える事案、ホームレスに対する不法事案等に対しては、迅速かつ適切な措置を講ずるとともに、警戒活動を強化して再発防止に努めます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【府】
②応急の救護を要するホームレスを発見したときの措置　　　　　　　　　　　 【府】
· 警察は、応急の救護を要するホームレスを発見したときは、「警察官職務執行法」(昭和23年法律第136号)等に基づいて一時的に保護し、その都度関係機関に引き継ぐ等、適切な保護活動を推進します。
（1０）民間団体等との連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　【府、市町村】
ホームレスの自立支援の推進や、路上生活から脱却した者の安定した居宅生活の支援には、地域の実情を把握する社会福祉協議会をはじめとした社会福祉法人や、社会福祉士会、ＮＰＯ、ボランティア団体などの民間団体、民生委員・児童委員やCSWなどとの連携が不可欠です。
地域の多様な社会資源を活用したサポート体制づくりに努めます。
【主な取り組み】
①民間団体との連携
· 地域におけるホームレスの状況や、自立支援に関する取り組みについて民間団体との情報交換や意見交換を行い、ホームレスの自立支援に必要な連携体制の構築を図ります。
②民生委員・児童委員等との連携
· 民生委員・児童委員やCSWを対象に、研修や会議においてホームレス自立支援施策に関する情報提供を行い、施策への理解の促進と自立支援に向けた協力を促進します。
４．計画の推進及び見直し
(１）計画の推進体制
①大阪府の役割
大阪府は広域自治体として、国や市町村、民間団体との連絡・調整を行い、広域的な連携、協力体制を構築するとともに、各地域の社会資源の有機的な連携を確保し、多様なニーズに対応できる相談支援体系の構築をめざします。また、関係機関等に対し必要な情報提供や専門的な助言などの支援を行い、施策の効率的かつ円滑な実施を総合的に支援します。
②市町村の役割
市町村は基礎自治体として、国や大阪府、民間団体と連携、協力し、基本方針や本計画に基づき、地域の実情に応じ、効果的に施策を推進します。
なお、必要に応じ市町村において基本方針を策定した場合には、国や大阪府との連携を図りながら、当該計画に基づき施策の推進を図ります。

③大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会における実施体制
「大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会」においては、大阪府と市町村が共同の実施主体として、ホームレス自立支援施策に取り組んでいます。
同協議会の地域ブロックにおいては、本計画に基づき、国、大阪府、市町村の連携のもと、各地域ブロックにおける実情に応じた施策を、地域ブロック構成自治体の合意のもと、それぞれの地域に適合した手法、内容により推進します。
（２）計画期間及び計画の見直し等
①計画期間
本計画の計画期間は、基本方針を踏まえ５年間とします。

ただし当該期間中に法が失効した場合には法の失効する日までとし、このほか特別の事情がある場合には、この限りとはしません。

②計画に定める取り組みの点検・評価と計画の見直し
本計画に定める取り組みについては、その実施状況を毎年点検することとします。
また、計画期間の満了前にホームレス等の状況を客観的に把握するとともに、関係機
関や関係団体への意見聴取を通じて施策の取組実績に係る評価を行い、結果を公表します。
こうした施策の取組実績に係る評価、または法や基本方針の見直し、関連施策の法令施行などの動向を踏まえ、必要に応じ、関係機関や関係団体等への意見聴取を通じて本計画の見直しを行います。

大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画

平成２６年○月

大阪府福祉部地域福祉推進室社会援護課

〒540-8570

大阪府大阪市中央区大手前二丁目

電話　(06)6944-7109
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